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総合政策部
総務部
福祉部

1 課題解決の方向性

２ 具体的な取組み（５ｗ3ｈを簡潔に記載）

【兵庫県】

【川西市】

【少額償還者の放棄について】

返済額
放棄した場合 軽減額
3,130,906円 1,565,454円

1/3県が負担 メリット
※月2万の少額で償還した場合、完済まで約20年必要となる。

政策会議(議事録) 市長、副市長
日時 令和５年２月１日 9:30～10:00 部長、副部長

部長、副部長
部長、副部長、地域福祉課長

放棄しない場合
4,696,360円

市が全額負担

出
席
者議題 災害援護資金の債権放棄について

 償還期限が令和５年３月末に到来するため、その時点の未償還分を各市町が全額立て替える必要があるとさ
れている。本市が借受人に対して債権放棄を行う額の一部について、県が３分の１の財政負担を行うとされた
ため、放棄の範囲を決定する必要がある。

 令和5年3月に完済できない借受人については、今後の徴収に係る事務コストを考慮した場合、県が３分の１
を負担するこの機会に放棄することで、市にとってもメリットがあると考えられるため、放棄をする方向で考
えている。

債務者Ａ
(相続人)

(1)令和4年12月22日、県の記者発表により、現在も未償還が残っている債権について、市が債権放棄を行った
場合に、債権額のうち県負担分（１／３）について県が債権放棄する方針が示された。
(2) 県は、２月議会で債権放棄に係る議案を提出する。
(3)令和５年1月19日、災害援護資金貸付金の返済について、債権放棄に係る負担については、他市町にはない
財政需要が生じているため、県において、無利子貸付制度として「市町財政調整基金貸付金」を創設すると報
道があった。（県では地域福祉課ではなく市町振興課が担当）
(4)令和５年1月25日、県の放棄基準日を3月31日とする。県に返還する額については、令和５年３月31日時点
の額を４月上旬に報告し、出納整理期間に各市が返還すると連絡があった。

 今後も償還金の徴収が困難であるものについて、令和５年３月２４日を債権放棄基準日（ 以下「基準日」
という。） として、基準日において償還義務のある未償還の債権の一部について、元本債権及び基準日まで
に生じた利息に係る債権を放棄する。債権を放棄することで今後の回収事務コストを削減し、市の債権整理を
進めることができる。
(1)本市では、上記の動きを踏まえ、３月議会で債権放棄に係る議案と償還に係る補正予算を提出する。
(2)資産があるのに返済されない法的措置案件については、継続して返済を求める。
(3)基準日以後に徴収を続ける行方不明者等による接触困難者は、債権放棄を行う。
(4)少額償還者については、放棄をすることによりこれまで返済された借受人との不公平感が生じるが、いつ
まで償還を継続するかについては、今回のタイミングが最適であると考えている。
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3-1 現状等（これまでの経緯、見通せる将来についての情報も含めて記載）

3-2 課題
・放棄をすることにより、これまで返済された借受人との不公平が生じる。
・基準日（３月２４日）以降に納付があった償還金については還付する必要がある。
・借受人に対して、債権放棄をすることになったことをどの時点で周知するのか。
・債権放棄をしない法的措置案件については、事務処理が残る。

【法的措置案件について】
・令和4年9月15日の議会運営委員会で議会に説明している。
・相手方は借受人の相続人2名で、現在、強制執行に向け預金等の資産調査を実施している。
・未償還額は、794,577円であるが、利息と延滞遅延金（違約金）を求めている。
・強制執行により、約250万円の徴収ができることを見込んでいる。

以下 当日の記録
4 補足説明（以下会議当日に記録）

・県の記者発表を受け、借受人から返還を拒否する問い合わせがあったが、市としては引き
 続き返還を求めている。
・阪神間の該当市は、法的措置案件についても放棄する方向である。

5 質疑・意見等
・他の借受人との公平性については気になるが、震災から約28年が経過しており、
    この方向で問題ない。
・法的措置対象者から、債権放棄後に訴訟等を提起される恐れがあるのではないか。
 →手続としては問題ないと考えているが、法制担当に確認を行う。

6 結論
・法的措置案件以外は、債権放棄を行う。
・県が創設する無利子貸付制度「市町財政調整基金貸付金」は利用しない。

議事録の公表について
□決裁後、速やかに公表

☑  原案のとおり。決裁を得て進める ☑議会案件のため、上程・資料提出後、公表
 □原案を一部修正して、決裁を得て進める
 □上記を反映して再度調整し、再協議する □政策形成過程であるため、公表対象外
 □その他（               ）  ※情報公開条例第7条第1項第3号該当のため

 ※情報公開条例第7条第1項各号該当箇所は削除・修正を行う

(1) 阪神・淡路大震災の災害援護資金貸付金については、原資を国が３分の２、県が３分の１を
負担し、各市町は被災者に対する貸付けと返済に係る窓口となって事務を行ってきた。
(2) 本市が貸付けを行った810件1,573,300,000円の災害援護資金貸付金に関し、債権回収及び償
還免除手続を進めてきたものの、依然として償還免除の対象とならない少額の償還者や居所不
明等による接触困難者に対する未償還債権が残っている。
(3) 令和4年12月末時点の未償還額は、17件18,488,673円となっている。（償還率98.82％）


